
財政比較分析表の見方 

 

 

ポイント 

１ 財政比較分析表は、各市町の財政力指数、経常収支比率、実質公債費比率、人口１人 

 当たり地方債現在高、ラスパイレス指数、人口1,000人当たり職員数及び人口１人当たり人件 

 費・物件費等決算額について、類似団体との比較結果を分かりやすくレーダーチャート等を 

 用いて図示するとともに、その結果について、各市町における要因及び指標の改善に向けた 

 取組み等を分析したものです。 

 

２ レーダーチャート（分析表中央部） 

   類似団体の平均値を100としたときのその市町の指数を表しています。 

    指標が良好であればあるほど高い指数となるように計算されていることから、市町の七角 

 形が平均値の七角形から外に広がれば広がるほど、財政状況が良いことを示します。 

 

３ 個別指標図（レーダーチャート周辺の７つのグラフ） 

   指標ごとにその市町の数値と類似団体の平均値及び最大値・最小値を棒グラフの形で示 

 しており、平均値からの乖離の程度が一目で分かるようになっています。 

   併せて、類似団体の平均値とは別に、全国市町村の平均値、山口県内市町の平均値も記 

 入されており、それらとの乖離の程度も把握できるようになっています。 

 

４ 分析欄（レーダーチャート下） 

   指標ごとに「なぜそのような数値になったのか」、「当該数値の背景にはどのような原因又 

 は努力があるか」を明らかにするとともに、「今後、数値の改善に向けてどのような取組みを 

 行っていくか」ということについて、「集中改革プラン」等に基づく具体的な数値目標等を織り 

 交ぜながら、各市町が記入したものです。 

 

５ 平成２０年4月1日からは、地方公共団体の新たな財政健全化の枠組みである「地方公共 

 団体の財政の健全化に関する法律」が施行され、平成１９年度決算から新たな財政指標（① 

 実質赤字比率、②連結実質赤字比率、③実質公債費比率、④将来負担比率）を公表すると 

 ともに、平成２０年度からは、当該財政指標の悪化の度合いに応じて、財政健全化計画等を 

 策定するなど、公営企業や第三セクター等も含めた、地方公共団体全般にわたる財政情報 

 の把握や情報開示などを通じて、一層の財政健全化の取組が求められます。 

 

注意事項
 各指標は、ラスパイレス指数を除き、普通会計決算によっています。 

  財政比較の前提となる類型の設定（類似団体の区分）は、人口及び産業構造のみに依拠し

ており、市町の財政に影響を及ぼすと考えられるその他の客観的要素（面積、地理、高齢化

率等）については、一切考慮されていません。 

 また、当該市町の類型の該当団体数（母数）が少ない場合は、財政分析が類型内の特定の

市町村の財政状況に左右される度合いが高まります。 



 

【用語の説明】 

○財政力指数 

  市町の財政力を示す指数で、地方交付税法の規定により算定した基準財政収入額を基準 

財政需要額で除して得た数値の過去３ヶ年間の平均値で、次の算式により求められます。財 

政力指数が、｢１｣に近くあるいは｢１｣を超えるほど財源に余裕があります。 

 

         前々 年度基準財政収入額      前年度〃     当該年度〃

         前々 年度基準財政需要額      前年度〃   当該年度〃 

 

○経常収支比率 

 市町の財政構造の弾力性を判断するための指標で、次の算式により求められます。人件 

費、扶助費、公債費のように毎年度経常的に支出される経費（経常的経費）に充当された一 

般財源の額が、地方税、普通交付税を中心とする毎年度経常的に収入される一般財源（経常 

一般財源）、減税補てん債及び臨時財政対策債の合計額に占める割合です。 

 この指標は経常的経費に経常一般財源収入がどの程度充当されているかを見るもので、 

比率が高いほど財政構造の硬直化が進んでいることを表します。 

            経常経費充当一般財源（人件費、扶助費、公債費等に充当した一般財源） 

           経常一般財源(地方税＋普通交付税等）＋減税補てん債＋臨時財政対策債 

 

○実質公債費比率 

  地方税、普通交付税のように使途が特定されておらず、毎年度経常的に収入される財源の 

うち、公債費や公営企業債に対する繰出金などの公債費に準ずるものを含めた実質的な公 

債費相当額（普通交付税が措置されるものを除く）に、充当されたものの占める割合の過去３ 

ヶ年間の平均値で、次の算式により求めらます。 

 従来の起債制限比率について、準元利償還金の範囲等の見直しを行ったものであり、地方 

債協議制度の下で、１８％以上の市町は、地方債の発行に際し許可が必要となります。さら 

に、２５％以上の市町は地域活性化事業等の単独事業に係る地方債が制限され、３５％以上 

の市町は、これらに加えて一部の一般公共事業債等についても制限されます。 

           （Ａ＋Ｂ）－（Ｃ＋Ｄ） 

               Ｅ＋Ｆ－Ｄ 

  Ａ：地方債の元利償還金（繰上償還等を除く。） 

  Ｂ：地方債の元利償還金に準ずるもの（※「準元利償還金」） 

  Ｃ：Ａ又はＢに充てられる特定財源 

  Ｄ：地方債に係る元利償還に要する経費として普通交付税の額の算定に用いる基準財 

    政需要額に算入された額（「算入公債費の額」）及び準元利償還金に要する経費とし 

       て普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額（「算入準公債費 

       の額」） 

  Ｅ：標準財政規模（「標準的な規模の収入の額」） 

  Ｆ：臨時財政対策債発行可能額 

   ※ 準元利償還金 

         ア 満期一括償還の地方債の1年当たりの元金償還金相当額 

     イ 公営企業債の元利償還金に対する普通会計からの繰入金 

     ウ 一部事務組合等が起こした地方債の元利償還金に対する負担金等 

     エ 債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの（ＰＦＩ事業に係る委託 

      料、国営事業負担金、利子補給等） 

     オ 一時借入金の利子 

 

○人口１人当たりの地方債現在高 

  平成１９年３月３１日現在の「住民基本台帳人口」１人当たりの地方債現在高（普通会計負 

担分）です。地方債は、市町が資金調達のために負担する債務であって、その返済が一会計 

年度を超えて行われるものです。 



 

○ラスパイレス指数 

   総務省が実施している「平成１９年度地方公務員給与実態調査」の数値(平成１９年４月１日 

現在)が記入されています。加重指数の一種で、重要度を基準時点（又は場）に求めるラスパ 

イレス式計算方法による指数です。ここでは、地方公務員の給与水準を表すものとして、一般 

に用いられている国家公務員行政職（一）職員の俸給を基準とする地方公務員一般行政職職 

員の給与の水準を表しています。 

 

○人口1,000人当たり職員数 

   平成１９年３月３１日現在の「住民基本台帳人口」1,000人当たりの職員数です。また、職員 

数は平成１９年４月１日現在の職員数です。 

 

○人口１人当たり人件費・物件費等決算額 

  平成１９年３月３１日現在の「住民基本台帳人口」１人当たりの人件費、物件費及び維持補 

修費の合計です。ただし、人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含みません。事業 

費支弁人件費は、その者の給与が 、普通建設事業費、災害復旧事業費又は失業対策事業 

費に含めて支出される職員（事業費支弁職員）の給与です。 

 

○標準財政規模 

 市町の一般財源の標準規模を示すもので、次の算式により求められます。 

 

標準   基準   所得譲与税、特別とん譲与税、                    所得譲与税、特別とん譲与税、 

財政 =  財政－  自動車重量譲与税、航空機燃料譲与税、  ×１００ ＋   自動車重量譲与税、航空機燃料譲与税、 ＋ 普通交付税 

規模     収入額    地方道路譲与税、交通安全対策特別交付金､             ７５     地方道路譲与税、交通安全対策特別交付金､ 

        児童手当特例交付金                              児童手当特例交付金 

 

 

○臨時財政対策債 

 地方一般財源の不足に対処するため、投資的経費以外の経費にも充てられる地方財政法 

第５条の特例として発行される地方債です。 

 平成１３～１５年度及び平成１６～１８年度の間、通常収支の財源不足額のうち、財源対策 

債等を除いた額を国と地方で折半し、国負担分は一般会計からの加算(臨時財政対策分)、地 

方負担分は臨時財政対策債により補てんすることとされました。 

 

 

【類似団体の説明】 

   市町村（特別区を含む）の財政比較分析表における類似団体とは、行政権能の相違を踏 

 まえつつ、人口及び産業構造により全国の市町村を３５の類型（平成１８年度決算の場合）に 

  分類した結果、当該団体と同じ類型に属する団体をいいます。 

   各類型ごとの団体の一覧は、「県内の市町類型一覧等」（Excelファイル）をご覧ください。 

 

○財政比較分析表における平均値 

１  類似団体平均 

  類似団体平均とは、類型における選定団体※による各指標の平均値です。 

     ※  選定団体について 

            選定団体は、標準的な財政運営を行っている市町村として、次の基準によって選定 

       されます。なお、詳細は、「県内の市町類型一覧等」（Excelファイル）をご覧ください。 

       １ 原則として、平成１３年４月１日以降において、大規模な合併が行われていないこ 

     と。 

    ２ 平成１８年度及び平成１７年度の決算の実質単年度収支において著しく多額の 

     赤字を生じていないこと。 

       ３ 平成１８年度決算の実質収支において、著しく多額の赤字を生じていないこと。 



       ４ 平成１８年度決算において地方債の元利償還金が財政の著しい負担となってい 

     ないこと。 

       ５ 平成１８年度の財政構造に著しい変化を与えるような災害等の特殊事情が生じて 

         いないこと。 

       ６ 平成１８年度決算において、収益事業収入が著しく多額となっていないこと。 

 

２ 山口県市町平均及び全国市町村平均 

   山口県市町平均、全国市町村平均とは、それぞれ各指標に関する山口県内の市町の平 

 均値、全国の市区町村の平均値です（ただし、財政力指数及び経常収支比率については特 

 別区を除きます）。 

   各指標の平均値の算出方法は、下表のとおりです。 

 

            指      標      類似団体平均      山口県市町平均及び 

          全国市町村平均 

  財政力指数  単純平均  単純平均 

  経常収支比率   

  実質公債費比率  加重平均  加重平均 

  人口１人当たり地方債現在高   

  ラスパイレス指数  単純平均  ［全国市平均、全国町村平均］ 

    加重平均 

  人口1,000人当たり職員数   

   加重平均  加重平均 

  人口１人当たり人件費・物件費等決算額   

 

 

 


